
 
県費負担教職員に係る人件費総額等の推計 
・教職員定数 ５，２００人 
・人件費総額 約５３５億円（神奈川県の推計を基に平成１５年度ベースで算定） 

                  ５３５億円 
 

 
義務教育費国庫負担金 

約２０４億円 
（約３８％） 

 
影響額 

約３３１億円 
（約６２％） 

 

学級編制の基準・教職員定数の設定権限の移譲 
・市独自に４０人学級を３５人学級とした場合（平成１５年４月現在の学級数及び教員数を基に算定） 
 （小学校１１４校） 
学級数  ２，２６９学級 → ２，４８１学級（＋２１２） 
教員数  ２，９７１人  → ３，２０７人 （＋２３６） 
経費負担増 ２３６人 × １０，２８９千円（１人当たり人件費） ＝ ２，４２８，２０４千円 ≒ ２４．３億円 

 
 （中学校 ５１校） 
学級数    ８１２学級 →   ９０２学級（＋ ９０） 
教員数  １，２６５人  → １，３９４人 （＋１２９） 
経費負担増 １２９人 × １０，２８９千円（１人当たり人件費） ＝ １，３２７，２８１千円 ≒ １３．３億円 
 

                                              計 約３８億円 

資料 ８ 

政令市移管に伴う経費負担        課題１ 
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義務教育費国庫負担制度の見直し 
・国庫負担金の全額一般財源化に伴い地方への税源移譲等による財源措置が必要（平成１８年度末までに所要の検討） 

 約２０４億円 

 

小・中学校の適正規模・適正配置 
・現在、学校の適正規模の取り組みについては、４０人学級を編制基準とした学級数により検討することとしているため、学

級編成基準の弾力化によって学級数が増加し、学校の過大規模化を招くことも考えられる。 
・学校の適正規模化の手法としては通学区域の調整や統合、新設が考えられるが、将来への影響が大きな問題であり、自治体

の財政事情等により学級編成基準が不安定になる状況は、適正規模化への取り組みが混乱することも考えられるので、学級

編成の基準については安定した考えが必要となる。 

地方分権に伴う地方教育行

政の自主性・自立性の向上 


